
１ 一般会計の財政状況
（百万円）

財政調整基金 備 荒 資 金

減 債 基 金 （ 超 過 分 ）

一般会計 5,430 5,393 37 34 7,221 5 249 80 19

２ 特別会計の財政状況

（１）公営企業会計 （百万円）

総収益 総費用 純損益 不良債務
地 方 債
現 在 高

他会計から
の繰入金

備 考

水道事業会計 197 174 23 － 361 21 法適用企業

病院事業会計 1,127 1,244 △ 117 △ 344 224 89 法適用企業

（２）その他特別会計 （百万円）

歳 入 歳 出 形式収支 実質収支
地 方 債
現 在 高

他会計から
の繰入金

備 考

国保特別会計 1,483 1,482 1 1 － 200

老保特別会計 1,711 1,690 21 21 － 133

介護特別会計

(保険事業勘定)

介護特別会計

(サービス事業勘定)

３ 関係する一部事務組合等の財政状況
（百万円,％）

歳 入 歳 出 形式収支 実質収支
地 方 債
現 在 高

積 立 金
現 在 高

当該団体の
負担割合

備 考

渡島西部広
域事務組合

1,588 1,581 7 7 1,289 47 29.4

渡 島廃 棄物
処理広域連合

1,395 1,380 15 15 5,241 － 7.3

渡 島地 方税
滞納整理機構

52 45 7 7 － 13 6.5

４ 第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金
（千円）

当該団体か
らの補助金
（千円）

当該団体か
らの貸付金
（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

備 考

松 前 町
土地開発公社

△ 588 15,599 5,000 － － 16 －

５ 財政指数

694 694 0 0

10 0

他会計から
の繰入金 特定目的基金

－ 134

3,388

92.7

1.0

実 質公債費比率 ( ％ )

財政状況等一覧表（平成17年度）

歳 入 歳 出

積 立 金 現 在 高

備 考形式 収支 実質 収支
地 方 債
現 在 高

－

財 政 力 指 数

10

ラスパイレス指数（％）
（ H18.4.1 現 在 ）

86.1

16.3

実 質 収 支比率（％）0.210

経 常 収 支比率（％）

0 9

標準財政規模（百万円）



６ 用語解説

国家公務員の給与水準を１００とした場合の当該団体の給与水準を示す指数
当町は、２年連続で全道最低水準

形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた額

災害復旧や建設事業等の実施により不足する財源を補う目的で貯金している基金

町債の償還の財源に充てる目的で貯金している基金

特定の事業の財源に充てる目的で貯金している基金

流動資産（一時借入金・未払金等）の額が流動資産（現金・未収金等）の額を超える場合、その超えた額
実質的な赤字額

普通交付税の算定の基礎となる、収入額を需要額で除して得られた数値の過去３年間の平均値
地方公共団体の財政力を示す指数で、大きいほど財政力が強いと考えられ、「１」以上になると普通交付税が
交付されない。

普通交付税額に税収入額を加算した額

標準財政規模に対する実質収支の割合
実質収支が赤字となり、この比率が、市町村で２０％以上で「地方財政再建促進特別措置法」の適用となる。

地方債の元利償還金（公営企業や一部事務組合の元利償還金含む）を標準財政規模で除して得られた数値の
過去３年間の平均値
地方債の発行に際し、１８％以上で許可が必要となり、２５％以上では一部の事業が許可されない。

実 質 公 債 費 比 率

経 常 収 支 比 率
人件費・扶助費・公債費等の経常的に支出される経費を町税・普通交付税等の使途が特定されていない経常
的に収入される額で除して得られた割合
財政構造の弾力性を示す比率で、小さいほど弾力性があり臨時的な財政需要に対して余裕をもつこととなる。
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歳入（総収益）から歳出（総費用）を単純に差し引いた額


